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Q1 第49期の経営環境についてご説明ください。

A1
�　当連結会計年度における経済情勢は、東日本大震
災やタイの洪水による生産調整に加え、欧州の債務
問題や急速な円高の進行、原油価格の高騰等厳しい
状況で推移しましたが、災害の復旧による生産の回
復やアジア地域での堅調な経済成長により、年度末
にかけて緩やかな回復傾向がみられました。

Q2
第49期の取り組みについて、具体的に教え
てください。

A2
�　当社グループは次の3項目を重点に取り組みを進
めてまいりました。

　　　　①　伸張する新興地域での事業拡大
　　　　�　インド・中国・ベトナムの各子会社において新規

顧客開拓を進め、各々受注に結びつけるとともに、
特にインドでは車載用コントローラの新機種を量産
開始するなど、前期比78.8％の売上増となりました。

これらを受けて、インド・中国では工場拡張等イン
フラ整備も進めております。

　　　　②　将来の中核事業を創出する技術開発
　　　　�　開発を進めてまいりました微細加工技術の医療分

野へのアプリケーションとして、「痛くない注射針：
マイクロニードル」を発表いたしました。HOSPEX 
Japan 2011への出展とともに各種報道等を通じて
大きな反響を得る中、国内外の業界大手製薬・医療
機器メーカー各社からの求めに応じたサンプル提供
も開始いたしました。

　　　　�　また、モービル・パワーエレクトロニクスにつき
ましては、電動二輪車用急速充電器の生産を開始し
たほか、電動フォークリフト用DC−DCコンバータ

（直流電圧変換器）の量産体制も整えました。

　　　　�③　�競争優位を確保するための合理性を追求した
プロセス革新

　　　　�　国内製造拠点の中核となる掛川工場を新たに竣工
し、高度なプロセス管理を実践し得る製造インフラを
整えるとともに、生産性を追求しBCP（事業継続計画）
を想定した国内拠点の再構築に着手いたしました。

　株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　ここに、第49期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）が
終了いたしましたので、事業内容の概要をご報告申しあげます。

� 平成24年６月

代表取締役社長

小野塚　賢平

株主の皆様へ 	
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Q3 第49期の業績についてご説明ください。

A3
�　当連結会計年度の業績は、車載電装品の販売増加
により売上高は30,646百万円（前期比0.9％増）と
なりました。利益面におきましては、震災、洪水直
後における大きなマイナスの影響が残り営業利益は
197百万円（前期比61.2％減）、円高に伴う為替換
算損失により経常利益は57百万円（前期比61.6％
減）、また海外子会社の税金負担等により当期純損
失131百万円（前期は当期純利益126百万円）とな
りました。

Q4 今期（第50期）の経営課題は何ですか？

A4
�　今後の経営環境につきましては、先進諸国の経済
成長率が鈍化する一方、安定的な成長を続ける新興
国の存在感が益々強くなり、事業活動においても成
長市場に対するビジネス拡大が重要となっておりま
す。また国内においては生産体制の合理化と自然災
害への対応が課題となっております。

　　　　�　こうした中、海外拠点を含めた車載電装品の販売
増加に注力し、売上高33,600百万円の達成とともに、
掛川工場を中心とした生産拠点再構築による生産性
向上とコスト削減により営業利益520百万円を目指
してまいります。

Q5
今期からスタートした中期経営計画の内容
を教えてください。

A5
�　当社グループは平成25年3月期〜平成27年3月期
までの中期経営計画を策定し「Start New ASTI」の
スローガンのもと、ものづくりの総合力を強固にし
てグローバル競争に勝ち抜くため4つの重点を定め、
新たなASTIを築き上げてまいります。

　　　　�①　�持続的に収益を確保できる体質へ構造転換する
　　　　②　�技術成果を戦略的に新規ビジネスに結実させる
　　　　③　�グローバルビジネス展開で成長軌道を築く
　　　　④　�国内拠点再構築で、先進・安全・高効率な製造

体制を築く

　　　　�　以上により、平成27年3月期の連結売上高40,000
百万円、連結営業利益1,500百万円を目標に収益体
質への転換を成し遂げ、強固な経営基盤を築くとと
もに、技術蓄積してきた開発成果をビジネスに結実
させ、技術を核とした新たな事業展開を推進してま
いります。

株主の皆様におかれましては、今後とも相変わらぬ
ご支援を賜りますようお願い申しあげます。

To  O u r  S h a r e h o l d e rs
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トピックス 	 To p i c s

インド事業の状況 
　インドの子会社、ASTI ELECTRONICS INDIA PRIVATE LIMITEDでは、車載用各種コン
トローラ、車載用ワイヤーハーネスを生産しています。当期は主要顧客からその製造力が高
く評価され、優秀サプライヤーとして表彰されました。

I n d i a Yamaha Mo t o r  P v t .  L t d . 品質No.1金賞
Suzuki Motorcycle India Private Ltd. 品質優秀賞
M a r u t i  S u z u k i  I n d i a  L t d . デリバリー優秀賞
　また車載製品に加え、家電製品の電子制御基板の受注も確定し、2012年8月より量産を開
始いたします。
　今後さらにインドでの自動車、オートバイの販売台数の伸びや急速な家電製品の普及を見
越し、隣接の工場用地6,300㎡を取得しました。これにより工場敷地を合計23,100㎡とし、
今後生産能力の拡大を図ってまいります。

国内拠点再構築 
　建設を進めておりました掛川工場が完
成し（2012年3月）、ASTIのものづくり
の原点となる最新鋭の工場として始動い
たします。当工場を核とした国内拠点の
再構築により、生産性を追求したプロセ
ス革新とBCP（事業継続計画）への対応
を進めてまいります。

マイクロニードルのサンプル出荷開始 
　2011年11月 に 発 表 し ま し た

「痛くない注射針：マイクロニード
ル」は、国内外で大きな反響をい
ただいています。関心をお寄せいた
だいた大手医療機器、製薬メーカー
へのサンプル出荷を開始しました。
　今後さらなる技術開発と用途開
拓、市場開拓を進めて事業化へ繋
げてまいります。
　また、日本の先端科学技術を常設展示している博物館「先端技術館
TEPIA」（東京都青山）の今年度の展示品の一つに弊社マイクロニード
ルシステムが選定されました。
開催期間（予定）：2012年4月11日～2013年3月3日
http://www.tepia.jp/exhibition/main02-02.html

中国事業の状況 
　中国の子会社、浙江雅士迪電子有限公司では、中国市場向け戦略拠点としての整備・拡充を
図るため、2012年8月完成予定で旧工場1棟の建て替えを進めています。新工場棟は延べ床面
積を旧棟の3倍の23,400㎡とし、車載用ワイヤーハーネスに加え、新たに車載用電子制御基
板での事業拡大を図ります。
　また、杭州雅士迪電子有限公司では、新規顧客の競技用自転車向け電子制御機器の量産を開
始いたしました。



高耐候性製品製造技術
Weather-resistant product manufacturing technology

高密度回路実装技術
High-density circuit mounting technology
パワーエレクトロニクス技術

Power electronics technology
ナノトランスファー技術
Nano-transfer technology
画像処理技術

Image processing technology
＋
α

コア技術
Core technologies

車載電装品
Automobile electrical equipment

エアコン制御システム

四輪用
電子制御基板

制御機器
Controllers

ホームエレクトロニクス
Home electronics

情報通信機器
Info-communications devices

ナノテクノロジー
Nanotechnology

モービル・パワー
エレクトロニクス
Mobile power electronics

FA機器
Factory automation equipment
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ment Manufacturer

携帯電話機用
液晶モジュール

携帯電話機用
回路基板

全自動洗濯機用
電子制御基板

食器洗浄機用
電子制御基板

産業用
ロボットコントローラ

マウンタ用コントローラ

電動二輪車用
急速充電器

マイクロニードル

PCBセパレータ マイクロドットディスペンサ

リチウムイオン
電池用充電器
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事業内容 	 O u r  P ro d u c t s
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連結財務ハイライト� F i n a n c i a l  H i g h l i g h t s
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売上高（百万円）
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経常利益（百万円）

地域別売上構成（百万円）

（注）1．�第46期及び第47期の実績につきましては、第48期以降の報告セグメントの区
分に組み替えて記載しております。

　　  2．�その他の主要製品は、産業用ロボットコントローラ、FA機器です。
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連結財務ハイライト� F i n a n c i a l  H i g h l i g h t s

△300

0

300

600

△600

△367
△422

第46期
平成21年3月期

第47期
平成22年3月期

126

第48期
平成23年3月期

△131

第49期
平成24年3月期

55

60

65

70

63.0

58.0

58.3

第47期
平成22年3月期

第46期
平成21年3月期

第48期
平成23年3月期

52.6

第49期
平成24年3月期

50

60

30

0

△60

△21.63

第46期
平成21年3月期

第47期
平成22年3月期

7.47

第48期
平成23年3月期

△24.90

△7.72

第49期
平成24年3月期

△30 250

500

750

1,000

719.15

第46期
平成21年3月期

第47期
平成22年3月期

674.27

第48期
平成23年3月期

688.57
654.80

第49期
平成24年3月期

0

当期純利益（百万円）

1株当たり当期純利益（円） 1株当たり純資産額（円）

自己資本比率（％）



7

連結決算の概要� C o n s o l i d a t e d  F i n a n c i a l  S t a t e m e n t s

連結貸借対照表
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）
連結株主資本等変動計算書

連結損益計算書

自 平成23年4月 1 日（至 平成24年3月31日）

連結キャッシュ・フロー計算書

科　　　目 当　期
（平成24年3月31日現在）

前　期
（平成23年3月31日現在）

資産の部
流動資産 12,296 12,343
固定資産 8,838 7,377
有形固定資産 7,757 6,394
無形固定資産 211 100
投資その他の資産 869 882
資産合計 21,135 19,721
負債の部
流動負債 8,308 7,204
固定負債 1,705 1,068
負債合計 10,013 8,272
純資産の部
株主資本 11,457 11,758

資本金 2,476 2,476
資本剰余金 2,640 2,640
利益剰余金 6,390 6,691
自己株式 △� 50 △� 49

その他の包括利益累計額 △� 341 △� 310
その他有価証券評価差額金 44 37
為替換算調整勘定 △� 385 △� 348

少数株主持分 5 1
純資産合計 11,122 11,448
負債・純資産合計 21,135 19,721

科　　　目
当　期

自 平成23年4月 1 日（至 平成24年3月31日）
前　期

自 平成22年4月 1 日（至 平成23年3月31日）
売上高 30,646 30,376

売上原価 27,470 27,191

売上総利益 3,176 3,184

販売費及び一般管理費 2,979 2,675

営業利益 197 508

営業外収益 151 86

営業外費用 291 445

経常利益 57 149

特別利益 1 48

特別損失 48 85

税金等調整前当期純利益 10 113

法人税、住民税及び事業税 94 49

過年度法人税等 47 －

法人税等調整額 3 △� 55

少数株主損益調整前
当期純利益又は純損失（△） △� 135 119

少数株主損失 4 7

当期純利益又は純損失（△） △� 131 126

科　　　目
当　期

自 平成23年4月 1 日（至 平成24年3月31日）
前　期

自 平成22年4月 1 日（至 平成23年3月31日）
営業活動による
キャッシュ・フロー 1,522 1,097

投資活動による
キャッシュ・フロー △� 2,108 △� 688

財務活動による
キャッシュ・フロー 557 △� 105

現金及び現金同等物
に係る換算差額 △31 △� 116

現金及び現金同等物
の増減額（△減少） △60 186

現金及び現金同等物
の期首残高 1,386 1,199

現金及び現金同等物
の期末残高 1,325 1,386

株主資本 その他の包括利益累計額
少数株主
持 分

純 資 産
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 2,476 2,640 6,691 △� 49 11,758 37 △� 348 △� 310 1 11,448
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △� 84 △� 84 △� 84
剰余金の配当（中間配当） △� 84 △� 84 △� 84
当期純損失 △� 131 △� 131 △� 131
自己株式の取得 △� 0 △� 0 △� 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額） 7 △� 37 △� 30 4 △� 25

連結会計年度中の変動額合計 － － △� 300 △� 0 △� 301 7 △� 37 △� 30 4 △� 326
当期末残高 2,476 2,640 6,390 △� 50 11,457 44 △� 385 △� 341 5 11,122
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個別決算の概要� N o n - C o n s o l i d a t e d  F i n a n c i a l  S t a t e m e n t s

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

貸借対照表

株主資本等変動計算書

損益計算書

自 平成23年4月 1 日（至 平成24年3月31日）

科　　　目 当　期
（平成24年3月31日現在）

前　期
（平成23年3月31日現在）

資産の部
流動資産 10,062 10,439
固定資産 10,587 8,885
有形固定資産 5,881 4,805
無形固定資産 58 17
投資その他の資産 4,647 4,063
資産合計 20,650 19,324
負債の部
流動負債 7,205 6,225
固定負債 1,696 1,064
負債合計 8,902 7,289
純資産の部
株主資本 11,703 11,997

資本金 2,476 2,476
資本剰余金 2,675 2,675
利益剰余金 6,601 6,895
自己株式 △� 50 △� 49

評価・換算差額等 44 37
その他有価証券評価差額金 44 37

純資産合計 11,747 12,034
負債・純資産合計 20,650 19,324

科　　　目
当　期

自 平成23年4月 1 日（至 平成24年3月31日）
前　期

自 平成22年4月 1 日（至 平成23年3月31日）
売上高 24,268 25,791

売上原価 21,747 23,225

売上総利益 2,520 2,565

販売費及び一般管理費            2,554 2,116

営業利益又は損失（△） △� 33 449

営業外収益 97 79

営業外費用 68 195

経常利益又は損失（△） △� 4 333

特別利益 1 50

特別損失 43 237

税引前当期純利益又は純損失（△） △� 47 145

法人税、住民税及び事業税 29 28

過年度法人税等 47 －

法人税等調整額 0 △� 60

当期純利益又は純損失（△） △� 124 177

株主資本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計資 本 金

資本剰余金 利益剰余金
自己株式 株主資本合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計資 本

準 備 金
資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,476 2,675 2,675 50 18 6,600 226 6,895 △� 49 11,997 37 37 12,034
事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の積立 1 △� 1 － － －
剰余金の配当 △� 84 △� 84 △� 84 △� 84
剰余金の配当（中間配当） △� 84 △� 84 △� 84 △� 84
当期純損失 △� 124 △� 124 △� 124 △� 124
自己株式の取得 △� 0 △� 0 △� 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） 7 7 7

事業年度中の変動額合計 － － － － 1 － △� 295 △� 293 △� 0 △� 294 7 7 △� 286
当期末残高 2,476 2,675 2,675 50 20 6,600 △� 68 6,601 △� 50 11,703 44 44 11,747



浜松工場 Hamamatsu factory06

本社工場 Main company factory01

都田工場 Miyakoda factory05

磐田工場 Iwata factory04

袋井工場 Fukuroi factory03

掛川工場 Kakegawa factory02

ASTI ELECTRONICS
INDIA PRIVATE LIMITED

01

ASTI ELECTRONICS
HANOI CORPORATION

02

ASTI ELECTRONICS CORPORATION03

浙江雅士迪電子有限公司05

杭州雅士迪電子有限公司04

9

拠点� P l a n t s

01 ASTI ELECTRONICS
INDIA PRIVATE LIMITED

02 ASTI ELECTRONICS
HANOI CORPORATION

03 ASTI ELECTRONICS
CORPORATION

04 杭州雅士迪電子有限公司

05 浙江雅士迪電子有限公司

◆海外

◆国内
01 本社工場

05 都田工場02 掛川工場

03 袋井工場

04 磐田工場

06 浜松工場
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■株式の状況（平成24年3月31日現在）

大株主

証券会社
0.76％

その他国内法人
2.67％

外国法人等
0.42％個人その他

95.36％

自己株式
0.04％

金融機関
0.71％

証券会社
0.68％

その他
国内法人
3.50％

外国法人等
9.70％個人その他

70.06％

自己株式
0.63％

金融機関
15.40％

〔所有株式数別分布状況〕

〔所有株主数別分布状況〕

発行可能株式総数 48,000,000株
発行済株式の総数 17,085,034株
株主数 2,094名

株 主 名 持株数 持株比率
（株） （％）

朝 元 愃 融 2,353,106 13.9
ビービーエイチ　フイデリテイ　ロー　プライスド　ストツク
フアンド（プリンシパル　オール　セクター　サブポートフオリオ） 1,500,000 8.8

A S T I 共 栄 会 1,391,440 8.2
A S T I 従 業 員 持 株 会 927,297 5.5
竹 田 和 平 449,000 2.6
株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 396,000 2.3
株 式 会 社 静 岡 銀 行 360,000 2.1
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 311,200 1.8
A S T I 役 員 持 株 会 238,307 1.4
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 203,000 1.2

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

株式の状況� S t o ck  I n fo r m a t i o n

■会社概要（平成24年6月22日現在） ■経営体制（平成24年6月22日現在）

名 誉 会 長 朝 元 愃 融 常 勤 監 査 役 深 津 信 敏

代表取締役社長 小野塚　賢　平 監 査 役 藤 田 雅 弘

専 務 取 締 役 井 上 昭 史 監 査 役 田 中 範 雄

取 締 役 野 末 武 志

取 締 役 内 山 康 弘

取 締 役 小野寺　順　一

取 締 役 寺 田 昌 志

取 締 役 鈴 木 伸 和

取 締 役 井 田 　 優

車載電装品
　�各種電子制御ユニット、エアコン制御システム、 

車載・船舶用ワイヤーハーネス
ホームエレクトロニクス
　洗濯機用電子制御基板、食器洗浄機用電子制御基板、
　衣類乾燥機用電子制御基板
情報通信機器
　携帯電話機用回路基板、プリンター用電子制御基板
その他
　産業用ロボットコントローラ、FA機器

社 　 　 名
英 文 社 名
本 　 　 社
設 　 　 立
資 本 金

主 要 製 品

ASTI株式会社
ASTI CORPORATION
静岡県浜松市南区米津町2804番地
1963年5月
2,476,232,516円

会社概要� C o r p o r a t e  P ro f i l e



事 業 年 度 ４月１日から翌年 3 月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年 6 月

剰余金の配当基準日 　3 月31日及び中間配当を実施する場合は９月30日

単 元 株 式 数 1,000株

株主名簿管理人
特別口座管理機関

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

公 告 方 法 電子公告（http://www.asti.co.jp）
　�ただし、やむを得ない事由によって、電子公告による公告を
することができない場合には、日本経済新聞に掲載いたします。

＜郵便物送付先・電話お問い合わせ先＞
証券会社等に口座を

お持ちの場合
証券会社等に口座をお持ちでない場合

（特別口座の場合）

郵送物送付先

お取引の証券会社等
になります。

〒168-8507
東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行　証券代行部

電話お問合せ先 フリーダイヤル　0120-288-324
（土・日・祝日を除く 9：00～17：00）

各種手続お取扱店
（�住所変更、株主
配当金受取り方
法の変更等）

みずほインベスターズ証券
　本店および全国各支店
　プラネットブース（みずほ銀行内の店舗）
みずほ信託銀行
　本店および全国各支店

未払配当金の�
お支払

みずほ信託銀行　本店および全国各支店
みずほ銀行　本店および全国各支店

（みずほインベスターズ証券では取次のみとなります）

ご注意

支払明細発行につい
ては、右の「特別口
座の場合」の郵便物
送付先・電話お問い
合わせ先・各種手続
お取扱店をご利用く
ださい。

特別口座では、単元未満株式の買取・
買増以外の株式売買はできません。証
券会社等に口座を開設し、株式の振替
手続を行っていただく必要があります。
みずほインベスターズ証券で単元未満
株式の買増請求手続きをされる場合は、
事前にみずほ信託銀行が指定する口座
に送金していただく必要があります。

○配当金計算書について
　配当金支払の際に送付している「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定
に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行う際は、その添付資
料としてご使用いただくことができます。
　なお、配当金領収証にて配当金をお受取りの株主様につきましても、配当支
払の都度「配当金計算書」を同封させていただいております。
　確定申告をなされる株主様は、大切に保管ください。

 株主メモ

〒432-8056
静岡県浜松市南区米津町2804番地

〔ホームページのご案内〕
　URL 　http://www.asti.co.jp

株主の皆様の声をお聞かせください

ご回答いただいた方の中から
抽選で薄謝（図書カード500円）
を進呈させていただきます

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入）
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。

空メールによりURL自動返信

いいかぶ 検索検索

●アンケートのお問い合わせ 
  「e -株主リサーチ事務局」

TEL： 03-5777-3900（平日 10：00～17：30）
MAIL：info@e-kabunushi.com

●アンケート実施期間は、本書がお手元に
到着してから約2ヶ月間です。

http://ｗｗｗ.e-kabunushi.com
アクセスコード　6899

※本アンケートは、株式会社 a2media（エー・ツー・メディア）の提供する「e-株主
リサーチ」サービスにより実施いたします。（株式会社 a2mediaについての詳細
http://www.a2media.co.jp）※ご回答内容は統計資料としてのみ使用させて
いただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用することはありません。

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。

当社では、株主の皆様の声をお聞かせいただくため、アンケートを
実施いたします。お手数ではございますが、アンケートへのご協力
をお願いいたします。


